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芦 監 報 第 9 号 

令和 4年 8 月 26 日  

 芦屋市長 伊 藤  舞  様 

芦屋市監査委員    阿 部 清 司 

同        長 谷 基 弘 

令和３年度 芦屋市財政健全化等審査意見の提出について

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第 1項及び第 22 条第 1項の規定

により、審査に付された令和３年度決算に係る健全化判断比率及び地方公営企業法

の規定を適用しない企業の特別会計に係る資金不足比率並びにその算定の基礎とな

る事項を記載した書類について審査した結果、その意見を次のとおり提出する。
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令和３年度 芦屋市財政健全化等審査意見 

第１ 審査の対象 

   地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「財政健全化法」という。）第3条第1項及

び第22条第1項の規定により、市長から提出された令和３年度決算に係る健全化判断比率（実

質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４つの財政指標の総称）

及び地方公営企業法の規定を適用しない企業（以下「法非適用企業」という。）の特別会計に係

る資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類 

第２ 審査の期間 

   令和4年7月20日から令和4年8月16日まで 

第３ 審査の方法 

   本審査は、市長から提出された令和３年度決算に係る健全化判断比率及び法非適用企業の特

別会計に係る資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成さ

れているかどうかを主眼として実施した。 

第４ 審査の結果 

審査に付された令和３年度決算に係る健全化判断比率及び法非適用企業の特別会計に係る資

金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されてい

るものと認められる。 
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１ 概要 

（１）健全化判断比率の状況 

      令和３年度の健全化判断比率は以下のとおりであり、このうち、実質赤字比率及び

連結実質赤字比率については、いずれも赤字額が生じなかったため比率が算定されな

かった。 

                                     （単位 : ％） 

区      分 令和３年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 ─ 12.19 20.00 

連結実質赤字比率 ─ 17.19 30.00 

実質公債費比率 6.3 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 83.4 350.0  

＊財政健全化法の規定に基づき、健全化判断比率のいずれかが上記各基準以上であ

る場合には財政の早期健全化又は再生のための計画を定めなければならないとされ

ている。

（２）資金不足比率の状況 

    令和３年度の地方公営企業法の規定を適用しない企業（以下「法非適用企業」とい

う。）の特別会計に係る資金不足比率は以下のとおりであり、資金不足額が生じなか

ったため比率が算定されなかった。 

なお、対象となる本市の特別会計は、都市再開発事業特別会計のみである。 

                                      （単位 : ％） 

区        分 令和３年度 経営健全化基準 

都市再開発事業特別会計 ─ 20.0 

＊ 財政健全化法の規定に基づき、公営企業の資金不足比率が上記基準以上である場

合には、公営企業の経営健全化のための計画を定めなければならないとされている。 
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２　各比率ごとの状況

（１）実質赤字比率

      　実質赤字比率とは、地方公共団体の一般会計等（芦屋市においては一般会計及び公 

    　共用地取得費特別会計）に生じている赤字の大きさを、その地方公共団体の標準的な

    　財政規模に対する割合で表したものであり、この比率が高いほど、財政の健全度が低 

　　　い。

　　  　算定式及び算定年度における各算定要素の内訳は以下のとおりである。

    [算定式]

　 ① 実質赤字額の内訳

（単位：千円）

　一般会計の実質収支額 3,510,363 （黒字）

　公共用地取得費特別会計の実質収支額 81,016 （黒字）

合計 3,591,379 （黒字）

＊この算定で用いる一般会計の実質収支額は、算定上の取扱いにより、実際の一般会計の

　実質収支額とは異なる。

   ②  標準財政規模の算定

（単位：千円）

　標準税収入額等 23,448,078

　普通交付税額 0

　臨時財政対策債発行可能額 0

合計 23,448,078

＊以降の連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の算定において用いる標

準財政規模も同様である。

   ③  実質赤字比率の算定

　以上により、令和３年度の一般会計等の実質収支35億1,036万円の黒字となり、実質

赤字額は生じない。この場合、実質赤字比率は算定されない。

実質赤字比率 (％)　＝
一般会計等の実質赤字（黒字）額

標準財政規模
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（２）連結実質赤字比率

    　  連結実質赤字比率とは、実質赤字比率算定の際の一般会計等に加え、特別会計及び

 　　 公営企業会計を含む全会計に生じている赤字の大きさを、その地方公共団体の標準的

   　 な財政規模に対する割合で表したものであり、この比率が高いほど、財政の健全度が

低い。

　   　 算定式及び算定年度における各算定要素の内訳は以下のとおりである。

    [算定式]

   ①  連結実質赤字額の内訳

（単位：千円）

　一般会計の実質収支額 3,510,363 （黒字）

　公共用地取得費特別会計の実質収支額 81,016 （黒字）

　国民健康保険事業特別会計の実質収支額 203,546 （黒字）

　介護保険事業特別会計の実質収支額 242,113 （黒字）

　駐車場事業特別会計の実質収支額 36,367 （黒字）

　後期高齢者医療事業特別会計の実質収支額 110,307 （黒字）

　都市再開発事業特別会計の資金不足（剰余）額 36,120 （資金剰余）

　病院事業会計の資金不足（剰余）額 277,291 （資金剰余）

　水道事業会計の資金不足（剰余）額 1,580,329 （資金剰余）

　下水道事業会計の資金不足（剰余）額 1,192,811 （資金剰余）

合計 7,270,263 （黒字）

＊この算定で用いる一般会計の実質収支額は、算定上の取扱いにより、実際の一般会計の

　実質収支額とは異なる。

   ② 連結実質赤字比率の算定

　　     以上により、令和３年度の全会計の連結実質収支は72億7,026万円の黒字となり、

　　   連結実質赤字額は生じない。この場合、連結実質赤字比率は算定されない。

連結実質赤字比率 (％)　＝　
全会計の実質赤字（黒字）額

標準財政規模
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（３）実質公債費比率

      　実質公債費比率とは、地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大き

    　さを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものである。この比率が高

　　　いほど、財政の健全度が低い。

　　 　 算定式及び算定年度における各算定要素の内訳は以下のとおりである。

    [算定式]
  （地方債の元利償還金

　　＋ 準元利償還金）

－ （特定財源 ＋ 元利償還金・準元利償還金に

 係る基準財政需要額算入額）

 標準財政規模 － （元利償還金・準元利償還金に

 係る基準財政需要額算入額）

   ① 地方債の元利償還金・準元利償還金の内訳

　　（単位：千円）

　地方債の元利償還金 3,952,972

　準元利償還金 1,406,129

＊地方債の元利償還金 ＝ 一般会計及び公共用地取得費特別会計の元利償還金

＊準元利償還金 ＝ 一般会計から病院や水道、下水道事業会計等へ支出した繰出

金や補助金等のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

   ②  特定財源・元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額の内訳

　　（単位：千円）

　特定財源 1,705,375

　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 2,349,664

＊これらは実質公債費比率の算定上、上記①の元利償還金から控除される要素である。

   ③  実質公債費比率の算定（上記①、②及び下記標準財政規模を算定式にあてはめ、過去

2か年の単年度の実質公債費との3か年平均により算定する。

　　　（単位：％）

　令和３年度実質公債費比率（単年度） 6.18085

　令和２年度実質公債費比率（単年度） 5.82921

　平成元年度実質公債費比率（単年度） 7.06653

6.3

　標準財政規模 23,448,078

　以上の結果、令和３年度の実質公債費比率は単年度では6.18085％となり、3か年

平均は6.3％と前年度に比べ1.1ポイント下落した。

　令和３年度実質公債費比率（3か年平均）

実質公債費比率 (％) 　＝ 

（3か年平均）
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   ④ 比率の対前年度との変動要因分析

【分子の構成要素】

（増加で比率の上昇要因、減少で比率の下落要因となる要素）  （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 増減額

3,952,972 4,298,075 △ 345,103

1,406,129 1,531,243 △ 125,114

5,359,101 5,829,318 △ 470,217

（増加で比率の下落要因、減少で比率の上昇要因となる要素）  （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 増減額

1,705,375 1,917,755 △ 212,380

2,349,664 2,666,744 △ 317,080

4,055,039 4,584,499 △ 529,460

【分母の構成要素】

（増加で比率の下落要因、減少で比率の上昇要因となる要素）  （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 増減額

23,448,078 24,021,604 △ 573,526

（増加で比率の上昇要因、減少で比率の下落要因となる要素）  （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 増減額

2,349,664 2,666,744 △ 317,080

項　　　目

元利償還金・準元利償還金に係る
基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

地 方 債 の 元 利 償 還 金

準 元 利 償 還 金

特 定 財 源

元利償還金・準元利償還金に係る
基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

標 準 財 政 規 模

計

計

項　　　目

項　　　目

項　　　目
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（４）将来負担比率

      　将来負担比率とは、借入金（地方債）など、地方公共団体が抱えている負債の大き

   　 さを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものである。この比率が高

　    いほど、財政の健全度が低い。

　　 　 算定式及び算定年度における各算定要素の内訳は以下のとおりである。

    [算定式]

 　標準財政規模 － 元利償還金・準元利償還金に

 　　　　　　　　　係る基準財政需要額算入額

   ①  将来負担額の内訳

（単位：千円）

　地方債現在高①（一般会計） 50,000,926

　地方債現在高②（公共用地取得費特別会計） 2,012,000

　債務負担行為に基づく支出予定額 3,357,192

　他会計への公債費負担見込額 10,006,256

　組合等への公債費負担見込額 24,513

　退職手当支給負担見込額 4,461,892

　第三セクター等への負担見込額 52,414

　将来負担額合計 69,915,193

   ② 充当可能財源等の内訳

（単位：千円）

　充当可能基金額 16,530,049

　特定財源充当見込額 15,499,776

　 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 20,271,629

　充当可能財源等合計 52,301,454

＊充当可能財源等とは、基金など、将来負担比率の算定上、上記①の将来負担額から

控除される要素である。

 　③ 将来負担比率の算定（上記算定式にあてはめ）

（単位：千円）

　将来負担額（上記①） 69,915,193

　充当可能財源等（上記②） 52,301,454

　標準財政規模 23,448,078

　 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 2,349,664

　将来負担比率（％） 83.4

　　 　以上の結果、令和３年度の将来負担額は83.4％となり、前年度と比べ14.3ポイント

　　  の下落となっている。

将来負担比率 (％)　＝ 
 将来負担額　―　充当可能財源等
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   ④ 比率の対前年度との変動要因分析

【分子の構成要素】

（増加で比率の上昇要因、減少で比率の下落要因となる要素）　　 （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 増減額

50,000,926 51,591,084 △ 1,590,158

2,012,000 1,731,100 280,900

3,357,192 4,050,844 △ 693,652

10,006,256 10,835,450 △ 829,194

24,513 27,290 △ 2,777

4,461,892 4,610,814 △ 148,922

52,414 56,118 △ 3,704

69,915,193 72,902,700 △ 2,987,507

（増加で比率の下落要因、減少で比率の上昇要因となる要素）　　 （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 増減額

16,530,049 15,028,091 1,501,958

15,499,776 15,091,747 408,029

20,271,629 21,904,757 △ 1,633,128

52,301,454 52,024,595 276,859

【分母の構成要素】

（増加で比率の下落要因、減少で比率の上昇要因となる要素）　　 （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 増減額

23,448,078 24,021,604 △ 573,526

【増加で比率の上昇要因、減少で比率の下落要因となる要素】　　 （単位：千円）

令和３年度 令和２年度 増減額

2,349,664 2,666,744 △ 317,080

項　　　目

元利償還金・準元利 償還 金に 係る
基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

特 定 財 源 充 当 見 込 額

地 方 債 現 在 高 等 に 係 る
基準財政需要額算入見込額

項　　　目

計

標 準 財 政 規 模

充 当 可 能 基 金 額

項　　　目

計

項　　　目

地 方 債 現 在 高 ①
（ 一 般 会 計 ）
地 方 債 現 在 高 ②
（ 公 共 用 地 取 得 費 特 別 会 計 ）

債 務 負 担 行 為 に 基 づ く
支 出 予 定 額
他 会 計 へ の 公 債 費
負 担 見 込 額
組 合 等 へ の 公 債 費
負 担 見 込 額

退職手当支給負担見込額

第 三 セ ク タ ー 等 へ の
負 担 見 込 額
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（５）資金不足比率

　　　　資金不足比率とは、地方公共団体の公営企業会計における資金不足を、その公営企

　　　業の事業規模に対する割合で表したものである。この比率が高いほど経営の健全度が

　　　低い。

        算定式及び算定年度における各算定要素の内訳は以下のとおりである。

    [算定式]

（＊）事業の規模 ＝ 営業収益に相当する額―受託工事収益に相当する額

   ①  令和３年度の都市再開発事業特別会計の資金不足額は以下のとおり算定される。

（単位：千円）

　歳入（ア） 561,545

　歳出（イ） 91,371

　翌年度に繰り越すべき財源（ウ） 434,054

　歳入地方債の現在高（エ） 0

　解消可能資金不足額（オ） 0

　土地収入見込額（カ） 0

36,120 （資金剰余）

　事業の規模 7,924

　以上の結果、令和３年度の都市再開発事業特別会計は3,612万円の資金剰余となり、

     資金不足は生じない。この場合、資金不足比率は算定されない。

資金の不足額
資金不足比率 (％)　＝ 

事業の規模（＊）

資金不足額（ア）－（イ）－（ウ）－（エ）＋（オ）＋（カ）
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３ むすび 

令和３年度決算に係る健全化判断比率・資金不足比率において算定に用いられた各

数値については、一般会計及び各特別会計の決算内容とも整合しているほか、算定基

礎事項記載書についても適切に記載されており、比率は適正に算定されているものと

認められる。 

令和３年度決算において、算出された実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質

赤字額、連結実質赤字額とも生じていないため「―」で表示されている。 

実質公債費比率については 6.3％で、前年度より 1.1 ポイント下落（好転）してい

る。この指標は、直近 3か年の平均値で算出されるもので、令和３年度の単年度の比

率では増加したものの、今回、算定平均値の対象外となる平成 30 年度との比較では減

少したことにより、3か年の平均数値は下落（好転）している。 

将来負担比率については 83.4％で、前年度より 14.3 ポイント下落（好転）してい

る。これは、市立中学校建替工事の収束及び認定こども園施設整備事業の終了に伴い、

令和３年度の借入額が償還額を下回り、地方債の残高が減少したことによるものであ

る。 

都市再開発事業特別会計の資金不足比率については、資金の不足額を生じていない

ため「―」で表示されている。 

芦屋市では、阪神・淡路大震災に係る復旧・復興事業により、市債残高が大きく増

加したが、繰上償還の実施や借換え抑制等に取組まれたことにより、市債残高をピー

ク時の半分以下にまで減少させたと聞いている。今後は公共施設等の老朽化への対応

が大きな課題になると思われるが、適正な規模での事業展開により適切に起債管理を

行う事で、将来世代への負担軽減を図ることが求められる。また、より一層行財政運

営の効率化を図り、関係先へ財政支援措置の要望を行うとともに、さらなる財政の健

全化に努めてほしい。 

以  上 
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   （参考）実質公債費比率及び将来負担比率の過去10年間の推移

13.3 13.0

9.9

5.5

3.4

8.3

10.6 11.0

7.4
6.3

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

実質公債費比率の推移（％）

129.1
117.4 119.7 121.6

96.0 90.4 97.0
85.5

97.7
83.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

200.0

将来負担比率の推移（％）

-14-



（参考）健全化判断比率等の対象となる会計等

健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計等の範囲は次のとおりである。

注： 資金不足比率は、各会計ごとに算定される。

後期高齢者医療事業特別会計

都 市 再 開 発 事 業 特 別 会 計

駐 車 場 事 業 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

一　　般　　会　　計

公 共 用 地 取 得 費 特 別 会 計

特

別

会

計

法
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用

法非
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営
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業
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計
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下 水 道 事 業 会 計

広 域 連 合 兵庫県後期高齢者医療広域連合

市が損失補償してい
る団体等

阪 神 福 祉 事 業 団

兵 庫 県 信 用 保 証 協 会

一
般
会
計
等

公

営

事

業

会

計

芦

屋

市

一 部 事 務 組 合

丹 波 少 年 自 然 の 家 事 務 組 合
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